
3 平成19年度国庫補助について  
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モデル調査事業の実施方法案  

・これらの点を踏まえ、基本的に以下の要件の事業者   
を対象として実施し、効率的な調査等のあり方を検   
証する。   

1．対象事業所は、なるべく介護予防、地域密毒聖   
サービス等の複数の指定を受けてサービスを提供し   
ている事業所とする。   

2．調査票は、基本となる介護サービスと関連する介   
護予防サービス等をて体的にまとめたものを使用す   

る。  
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平成19年度「介護サービス情報の公表」関係国庫補助事業について  

在宅福祉事業費補助金  

介護サービス適正実施指導事業  
「介護サービス情報の公表」制度推進事業実施要綱（案）   

ア 目的  

この事菓は、利用者が介護サービス事業者を選択するに当たっての判断に資する介   

護サービス情報を、円滑かつ容易に取得できる環境整備を図るため、介護サービスに   

関するモデル調査を実施し、調査手法及び調査内容等の検証を行うことを目的とする。   

イ 実施主体   

事業の実施主体は、都道府県とする。但し、事業の全部又は一部を指定情報公表セ   
ンターの指定をしている法人等に委託することができる。   

り 事業内容  

（ア）モデル調査事業   

′（D モデル調査の実施  

a 調査対象  
調査対象サービスは以下のとおりとする。  

（1） 介護予防訪問介護  

（2） 介護予防訪問入浴介護  

（3） 介護予防訪問看護  

（4） 介護予防訪問リハビリテーション  

（5） 介護予防適所介護  

（6） 認知症対応型適所介護  

く7） 介護予防認知症対応型通所介護  

（8） 介護予防適所リハビリテーション  

（9） 介護予防特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム）  

（10）地域密着型特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム）  

（11）介護予防特定施設入居者生活介護（軽費老人ホーム）  

（12）地域密着型特定施設入居者生活介護（軽費老人ホーム）  

（13）介護予防福祉用具貸与  

（14）特定福祉用具販売  

（15）特定介護予防福祉用具販売  

（16）短期入所生活介護  

（17）介護予防短期入所生活介護  

（18）地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護  

（19）短期入所療養介護（介護老人保健施設）  

（20）介護予防短期入所療養介護（介護老人保健施設）  

（21）短期入所療養介護（介護療養型医療施設）  

（22）介護予防短期入所療養介護（介護療養型医療施設）  

b 実施箇所数  
・調査対象サービス毎に複数箇所とする。  
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C 調査対象事業所の選定  

調査対象事業所は、別紙1「調査対象事業所及び調査候補者選定基準」（以  
下、「選定基準」という。）により選定し、調査対象事業所の同意を得て決定す  

るものとする。  

d 実施方法  
（a）各調査対象事業所毎の調査体制  

1事某所当たり調査員2名1組で訪問調査を実施するものとする。  
（b）調査日数  

1調査当たり訪問調査日数は概ね1日とする。  

e 調査様式  
別に定める調査対象事業所毎の調査様式により実施するものとする。  

f その他  
調査スケジュールが確定し次第厚生労働省へ報告するものとする。   

② モデル調査事業調査員の選定等   

a モデル調査事業調査員候補者の選定  

モデル調査事業調査員候補者は、別紙「選定基準」により選定し、モデル調  

査事業調査員候補者の同意を得て決定するものとする。  

なお、今年度のモデル事業は、対象と鞭∵主  

として既に情報公表が施行されている介護サービスの指定を併せて受けている  

事某所等において調査を実施することにより、調査方法等の検証を行うことが  

目的のひとつである。   

そのため、モデノ聯  

制度施行後調査員養成研修を履修し、調査員として登録されている者とするこ   

と（、   

また、同業他社の役員・職員ではない者とするよう配慮するとともに、原則  

1サービス当たり4名とし、可能な限り制度施行を踏まえた選定とすること。   

b 中央研修への派遣  

都道府県は、モデル調査事業調査員候補者を中央研修へ派遣する。  

なお、今回の中央研修においては、モデル事業対象サービスが22サービ  
スと多岐に渡ること、また、調査員候補者が、上記aの考え方に基づいて選  

定されていることを踏まえて、既に施行されている介護サービスと共通部分  

の公表項目に係る説明は割愛するものとする。   

C 事前説明会の開催  

都道府県は、中央研修を修了したモデル調査事業調査員、調査対象事業所に   

対して事前説明会を開催し、訪問調査の日程調整等を行う。  

③ 都道府県検証会議の開催   

a 内容  
調査結果を集約コ整理し、調査方法、事業所情報公表項目等の検証を行うも  

のとする。  
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b 構成  
都道府県職員、指定情報公表センタ「の指定をしている法人、調査員、調査  
対象事業所職員等で構成するものとする。  

C 報告書の作成  
報告書を作成し、8月末迄に厚生労働省へ提出する。  
（注）調査後の調査票及び調査の集計結果については、検証会議の前の7月  
末迄に介護サービス情報公表支援センターに提出すること。  

実施上の留意点  

（ア）モデル調査率菓の実施に当たっては、制度施行時の実施方法、実施体制等を念頭   
に置いた体制で実施するように努めること。但し、調査対象事業所が特定される形   
での調査結果の公表及び調査対象事業所からの調査費用の徴収は行わないこと。   

（イ）本事業の関係者は、正当な理由なしに本事業に関して知り得た秘密を漏らしては   
ならない。なお、本事業実施における利用者及び利用者家族の個人情報の取り扱い   
については別に定めるものとする。  

エ  
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（別紙〉  

調査対象事業所及び調査員候補者選定基準  

調査員候椋者選定基準  調査対象車集所選定基準  

竜   、本制度の調査員養成研惨を 員として登録されている者  
重  

u  

は2に該当する者を原則とし   
ことが可能な寧  

介護予蹄問介護  菜所  
・介護予防サービスのみを単独で提供している革某所   

有する看（介護支技専門員等）  
2．上記以外の者   

2．経営主体及び事業所の規模についても、都道府県の実情  
に応じた多様な様態を選定すること。  

1．選定に当たっては、以下のような異なるサービス提供体  
制の事業所を、都道府県の実情に応じて考慮すること。  

蔓  ・訪問入浴介護サービスの指定も受けており、当該サ ービス   
の穏香もモデル番董の調香とLて併せて重液することが可能  

‖        l   i 払透予防訪問入浴介護室  同上  な事業所  
・介護予防サービスのみを単独で提供している事薬所  

！   2．経営主体及び事案所の規模についても、都道府県の実情  
に応じた多様な様態を選定すること。   

1．選定に当たっては、以下のような異なるサービス提供体  
F   原則として、本制度の調査員養成研修を  

履修し、調査員として登録されている者 で 
、次の1又は2に該当する者を原則とし て各2人  

ことが可能な畢  
介護予防訪問看護  菓所  

1．介護サービスに関する知識を予め 有する者（看）  
護師等  

2．上記以外の者   
2．経営主体及び事業所の規模についても、都道府県の実情  
に応じた多様な様態を選定すること。   

原則として、本制度の調査員養成研修を  1．選定に当たっては、以下のような異なるサービス提供イ本  
履修し、調査員として登録されている者  制の事業所を、都道府県の実情に応じて考慮すること。  
で、次の1又は2に該当する者を原則とし  ■訪問リハビリテーションサービスの指定も受けており、呈  

該サービスの諭呑もモデル蕃姜の調香とl一て併せて実施する  

介護予防訪問リハビリ                 て各2人     1 介護サービスに関する知識 予め  ことが可能な事業所  丁－ソヨン  有する者（理学療法士・作業療法士 
・  

言語聴覚士等）  

2．上記以外の看   2．経営主体及び事業所の規模についても、都道府県の実情  
に応じた多様な様態を選定すること。   

l  

1．選定に当たっては、以下のような異なるサービス提供体 
原則として、本制度の調査員養成研修を  制の事業所を、都道府県の実情に応じて考慮すること。   
履修し、調査員として登録されている者  
で、次の1又は2に該当する者を原則とし  
て各2人  ー 当該サビスの調香もモデル怒董の≡滑香とl一て併せて婁施す  

介護予防適所介護  
1．介護サービスに関する知識を予め   ることが可能な事業所   

毛 l  

有する看（介護支援専門員等）   ・介護予防サービスのみを単独で提供している事業所  

‖  
2．上記以外の者   

2．経営主体及び事業所の規模についても、都道府県の実情  
に応じた多様な様態を選定すること。  

き  
【  

円 篭認知症対応型通所介護  
配  

l  

l   
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区分   調査員候補者選定基準   調査対象啓菜所選定基準   

1．選定に当たっては．以下のような異なるサービス提供体  
制の幸楽所を、都道府県の実情に応じて考慮すること。  

原則として、本制度の調査員養成研修を  
履修し、調査員として登録されている者  
で、次の1又は2に該当する者を原則とし  

ービス  

介護予防認知症対応型     て各2人  
の静香もモデル恵韮の彗源育とLて併せて要施することが可能  

星  

通所介護   
な事業所  
・介護予防認知症対応型サービスのみを単独で提供している  

有する者（介護支援専門員等）  
2．上官己以外の者   

事業所  

2，経営主体及び事薬所の規模についても、都道府県の爽惰  
に応じた多様な様態を選定すること。  

原則として、本制度の調査員避成研修を  1．選定に当たっては、以下のような異なるサービス提供体  
履修し、調査最として登録されている者  制の事業所を、都道府県の実情に応じて考慮すること。  
で、次の1又は2に該当する者を原則とし  ・適所リハビリテーションサービスの掃定も受けており、患  

ー モデル泰斐の調香として併せて垂縞する  

介護予防適所リハビリ                 て各2人  紘サビスの甜呑も   1．介護サービスに関する知渡を予め  ことが可能な串築所  丁－■■ソヨノ  有する者（理学療法士 
一作薬療法士・  

昔話聴覚士専）  

2．上貰己以外の者   2．経営主体及び事業所の規模についても、都道府県の実情  
に応じた多様な様態を選定すること。  

6  

1．選定に当たっては、以下のような異なるサービス提供体  
原則として、本制度の調査員養成研修を  
履修し、調査艮として登録されている者 で 

介認予防特定施設入居    、次の1又は2に該当する者を原則とし て各2人  当該サービスの調香もモデル塩董の調香とLて併せて垂   

着生活介護（有料老人  施主五ことが可能な事業所   
ホーム）  1．介護サービスに関する知識を予め 有する者（介支援門盈等）  

琵専  
2．上苫己以外の者   

2．経営主体及び事業所の規模についても、都道府県の実情  
に応じた多様な様態を選定すること。   

地域密着型特定施設入  
居着生活介護（有料老  同上   

経営主体の形態、運営の形態が偏らないように配慮するこ  

人ホーム）  
と。   

1．選定に当たっては、以下のような異なるサービス提供体  
制の事業所を、都道府県の実情に応じて考慮すること。  

介護予防特定施設入居   
・特定人居着生活介護（軽費老人ホーム）の指定も受けてお  
り、当該サービスの調香もモデル轟董の調香として併せて奏   

着生活介護（軽費老人  同上  施主五ことが可能な事業所。   
ホーム）  ・介護予防サービスのみを単独で提供している事業所  

2．経営主体及び事業所の規模についても、都道府県の実情  
に応じた多様な様態を選定すること。   

地域密着型特定施設入  
経営主体の形態、運営の形態が偏らないように配慮するこ  

人ホーム）   

居着生活介護（軽費老   同上  

と。   
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区分   調査員候補者選定基準   調査対象事業所選定基準   

巨  

原則として、本制度の調査風養成研修を  
履修し、調査員として登録されている者  
で、次の1又は2に該当する者を原則とし  選定に当たっては、福祉用具貸与、特定福祉用具販売、特  
て各2人   定介護予防福祉用具販売サービスのいずれか又は全ての指定  

介護予防福祉用具貸与              1．介護サービスに関する知識を予め  も受けており、当該サービスの調香もモデル轟婁の調香とL  
E  有する者（介護支援専門員等）   ．併せて婁施することが可能な事業者を考慮すること。  

2．上記以外の者  

E  

巨 E   

盲  

選定に当たっては、福祉用具貸与、介護予防福祉用具貸  
与、特定介護予防福祉用具販売サービスのいずれか又は全て  

特定福祉用具販売   同上  の指定も受けており、当富豪サービスの調香もモデル恵璧の閻  
粛として併せて婁施することが可能な事業者を考慮するこ  
と。   

選定に当たっては、福祉用具貸与、介箆予防福祉用具貸  
特定介護予防福祉用具   

同上  
与、特定福祉用具販売サービスのいずれか又は全ての指定も   

販売  受けており、当該サービスの調香もモデル婁韮の調香とLて  
併せて婁施することが可能な草葉者を考慮すること。   

1．選定に当たっては、介護予防短期入所生活介護、地域密  
着型短期入所者生活介護サービスのいずれか又は全ての指定  
も受けており、当該サービスの調香もモ デル窓姜の調香とL  

短期入所生活介護   同上  て併せて宴施することが可能な事業者を考慮すること。  

2．施設形態（特別養護老人ホーム、養護老人ホーム、老人  
短期入所施設）等にも配慮して選定すること。   

1．選定に当たっては、短期入所生活介護、地域密着型短期  
入所者生活介護サービスのいずれか又は全ての指定も受けて  
おり、当該サービスの調香もモデル整斐の調香として併せて  

介護予防短期入所生活  

介護  
同上  塞施主ることが可能な事業者を考慮すること。  

2．施設形態（特別養護老人ホーム、養護老人ホーム、老人  
短期入所施設）等にも配慮して選定すること。   

毛  【  

1．選定に当たっては、短期入所生活介護、介護予防短期生  
活入所者介護サービスのいずれか又は全ての指定も受けてお  
り、当該サービスの調香もモデル婁董の調香とLて併せて婁  

地域密着型介護老人福  
祉施設入所者生活介護  董   

同上  施主ることが可能な事業者を考慮すること。  

n 己  H u 篭 

（人ホ‾ム、老人   
） 
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区分   調査虔候補者選定基準   調査対象事業所選定基準   

原則として、本制度の調査免養成研修を  
履修し、調査員として登録されている者  1．選定に当たっては介護予防短期入所療養介護（介経老人  
で、次の1又は2に該当する者を原則とし  保健施設）サービスの措定も受けており、当該サービスの韻  

デル 施することが可能な串  
短期入所療養介護（介 護老人保健施設）             て各2人  呑もモ審姜の調香とLて併せて婁   1．介護サービスに関する知識を予め  

有する者（理学療法士・作業療法士・  
音譜聴覚士辱）   2．医療機関の種類（病院・診媛所）及び施設形態（従来  
2．上首己以外の者   型、ユニット型）等にも配慮して選定すること。   

1．選定に当たっては短期入所療養介護（介護老人保健施  
殴）サービスの指定も受けており、当滋サービスの調呑もモ  

介詮予防短期入所療養   デル恵整の調香とLて併せて蛮族することが可能な事業者を   

介護（介護老人保健施  同上  考慮すること。   
設） も  

2．医療機関の種類（病院・診療所）及び施設形態（従来  
型、ユニット型）等に配慮して選定すること。   

1．選定に当たっては介護予防短期入所療養介簸（介護療養  
型医療施設）サービスの指定も受けており、当該サービスの  

短期入所療養介護（介  
もモデル施重の閤杏とl＿て併せて宴】綴することが可能な  

護療養型医療施設）   
同上  寧業者を考慮すること。  

2．医療捜関の種類（病院・診療所）及び施設形態く従来  
型、ユニット型）等にも配慮して選定すること。   

1．選定に当たっては短期入所療養介護（介琵療養型医療施  
設）サービスの指定も受けており、当該サービスの調盃もモ  

介護予防短期入所療養   デル塞姜の調香とLて併せて要施することが可能な寧薬者を   
介護（介護療養型医療  同上  考慮すること。  
施設）  

2．医療機関の種類（病院・診療所）及び施設形態（従来  
型、ユニット型）等にも配慮して選定すること。   
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r介護サービス情報の公表」制度経進事業交付要綱（案）  

在宅福祉事業費補助金交付要綱（案）  

（抜粋）  

3 この補助金は次の事業を対象とする。  

～（略）～   



r介護サービス情報の公表」制度推進事業の内容   

平成19年度においては、平成18年度に事業所情報公表項目案の検討を  

行った介護予防サービス等の22サービス（細分ベー ス）を対象とするモデ  

ル調査事業を実施する予定としている。   

これらのサービスの多くは、基礎となる介護サービスにかかる情報公表が  

今年度までに施行されており、これらを併せて実施している事業者の事務的  

な負担等を考慮した効率的な報告・調査を実施することを念頭においたモデ  

ル事業を実施する。   

当該サービスに係るモデル調査事業調査員中央研修を6月中に実施する予  

定としている。各都道府県においては、モデル調査事業調査員の選定、中央  

研修会への派遣等について、速やかな手続きをお願いしたい。中央研修受講  

調査員については、5月下旬頃には把握する予定としているので了知された  

い。   

モデル調査事業では、次のような流れで、各種課題を抽出する予定である。  

なお、各種調査票については、支援センターが実施する中央研修会において  

お示しするので了知されたい。   

なお、システム改修を本年度末までに実施する予定のため、モデル事業に  

係るスケジュールを昨年度より前倒しして実施することとしており、調査結  

果の集計については、7月中を目途に支援センターが行う調査研究事業の中  

で全国集計を行うこととしているので、各都道府県においては、調査後の調  

査票及び調査結果を七月末までに支援センター宛送付願いたい。   

また、報告書については、8月末までに当職宛送付願いたい。  
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【各種調査票による課題の抽出】  

1 基本情報項目調査票（事業所用）   

基本情報項目について、事業所が記入するに当たっての問題点の抽   

出  

2 調査情報項目調査票（事業所・調査員共通）  

・事業所において、予め記載されている確認のための材料に基づく事   

実確認及び予め記載されていない確認のための材料の抽出  

・調査員が行う確認のための材料の事実確認における問題点の有無の  

抽出  

3 総括調査票（事業所用）   

事業所が訪問調査を受けるに当たっての負担、訪問調査の内容等に   

係る問題点の抽出  

4 総括調査票（調査員用）   

調査員養成研修の内容、訪問調査を行う調査員の構成、調査業務の   

量、訪問調査の内容等に係る問題点の抽出  

【検証会議における意見の抽出】  

1 各種調査票に基づいて、調査票の記載が困難な項引こ関する意見、   

調査票記載内容に関する補足的意見等を抽出  

・事業所からの意見   

・調査員からの意見   

都道府県（及ニミ事業受託守倖）と調査員及び事業所との問で、次の   

事項に琶十る書見交換を予〒、、そこで得られる意見等を抽出  
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